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第１章 第二期志木市新行政改革プランの概要

Ⅰ 策定の趣旨

本市は、昭和６０年に策定した志木市行政改革大綱の策定を皮切りに、簡素で合理的な行

政運営と行政サービスの向上をめざし、行政改革に取り組んできました。また、平成２２年

度から平成２６年度までは志木市行財政集中改革プランに基づき、自立した自治体経営の確

立という考え方のもと改革を進めてきました。平成２８年度からは、新行政改革プランに基

づき、徹底した無駄のそぎ落としや変化に即した継続的な改革を進め、限られた資源の中で

多様化する市民ニーズへの対応と効率的な行財政運営の両立を目指し、約２億円の経常経費

を削減するなど、一定の成果を挙げたところです。

このような中、社会情勢の変化による市民生活の多様化は進み、市民ニーズはより複雑化・

多様化しています。加えて、財政面においても、未だ終息が見えない新型コロナウイルス感

染症の影響や人口構造の変化などによる社会保障費の増加、公共施設及びインフラの老朽化

による維持補修費の増加など、新たな課題に直面することが想定され、本市の財政状況はさ

らに厳しいものとなることが見込まれます。

この危機的状況を職員一人ひとりが自覚し、限られた財源と職員数で今後も健全な財政運

営を進めるとともに、社会情勢を的確に捉えた市民サービスを展開していくため、第二期志

木市新行政改革プランを策定し、行政改革を総合的に推進していくこととしました。

Ⅱ 基本的な考え方

１．新行政改革プランの目的

「行政サービス改革」、「健全な行財政運営」を基本的な考え方とする行政改革に取り組む

ことにより、志木市将来ビジョン（第五次志木市総合振興計画）に掲げる将来都市像の実現

を目指し、将来にわたり持続可能で未来に夢と希望が持てるまちづくりを推進します。

２．取組期間

令和３年度から令和７年度までの５年間とします。

３．推進体制

総合的かつ組織的な推進を図るため、市長を本部長とした各部局長で構成される志木市新行政

改革プラン推進本部を設置し、進行管理を行います。また、必要に応じて部会やプロジェクト・

チームを設置し、組織の枠を越えた検討体制や推進に取り組みます。

４．取組項目の設定

２つの改革の柱と具体的な取組項目となる７つの取組項目に沿って、20 の改革プログラムを

設定しました。改革プログラムは、改革の取組項目に掲げる目標を達成するため、推進期間に取

り組む項目を設定したもので、計画的かつ着実に実行することを目指します。
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Ⅲ 数値目標の設定

将来にわたり持続可能なまちづくりを推進するため、今後志木市が直面することが想定さ

れる課題を踏まえて数値目標を掲げ、達成を目指すこととします。

１．新行政改革プラン（第一期）における数値目標

新行政改革プラン（第一期）については、本市が直面されることが想定される大きな課題

として、次の２つがあげられていました。

課題① 扶助費の増加と、歳入の減少

本市の人口構成については、年少人口と生産年齢人口は減少し、老年人口は今後

も増加傾向が続くものと見込まれ、少子高齢化はますます深刻化するものと考えら

れます。このような人口減少や人口構成の変化は、社会保障費の増大につながると

ともに、税収の減少も懸念されます。

課題② 公共施設の更新費用の増大

公共施設等マネジメント戦略に基づく各施設の建設事業費に係る起債や臨時財政

対策債の発行により、今後も公債費の増加が見込まれます。

⇒ 上記の２つの課題に対応するため、新行政改革プランの最終年度に、行革効果（歳

入の増・歳出の減）を４億円分捻出（平成 2９年度比）することを目標として掲げ、

結果として約２億円の経常経費を削減しました。

２．新行政改革プラン（第二期）における数値目標

新行政改革プラン（第二期）については、「扶助費の増加と、歳入の減少」と「公共施設の

更新費用の増大」が依然として課題となっていることから、第１期を引き継ぎ、計画最終年

度の令和７年度までに、「行革効果（歳入の増・歳出の減）を４億円分捻出（平成 2９年度比）」

することを目指します。
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【数値目標のイメージ】

歳出予算

このままでは…

第二期志木市新行政改革プランの推進により、これに対応できる財源を生み出す

扶助費の増

（約２億円）

歳入増が見込めなければ、

財政調整基金を投入。

財政調整基金が枯渇

→ 当初予算が編成できなくなる

→ 行政サービス、公共施設を維持できなくなる

→ 災害の発生など有事の際に柔軟かつ迅速に対応できなくなる

第二期志木市新行政改革プランの最終年度に、

行革効果（歳入の増・歳出の減）を４億円分捻出（平成 2９年度比）

公債費の増

（約２億円）
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志木市行財政集中改革プラン

（平成 22 年度～平成 26 年度）

志木市行財政再生プラン

（平成 17 年度～平成 21 年度）

志木市新行政改革プラン

（平成 2８年度～令和２年度）

Ⅳ 行財政改革の取組経緯

志木市行政改革大綱

（昭和 60 年度～昭和 63 年度）

財政非常事態宣言

（平成 17 年 8 月）

財政非常事態脱却宣言

（平成 19 年 8 月）

第二期志木市新行政改革プラン

（令和 3 年度～令和 7 年度）

財政改革行政改革

第二次行政改革大綱

（平成 8 年度～平成 10 年度）

新第二次行政改革大綱

（平成 11 年度～平成 13 年度）

志木市・地方自立計画

（平成 14 年度～平成 17 年度） 財政非常事態特別対策プロジェクト・チーム

（平成 17 年 9 月設置）
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第 2 章 第二期志木市新行政改革プランの体系

改革の柱 取組項目 改革プログラム 推進担当課

Ⅰ 行政サービス

改革

1 事務事業の見直し 1 事務事業の見直し 秘書政策課

財政課

ICT 戦略室

行政管理課

2 ワンストップサービスの

推進

3 文書管理方法の見直し

2 民間活力の導入 1 民間活力の導入 秘書政策課

2 指定管理者制度の導入推進

３ 自治体 DX の推進 1 自治体クラウドの推進 ICT 戦略室

行政管理課

秘書政策課2 マイナンバーカードの

普及と活用

3 行政のデジタル化の推進

4 電子申請の推進

5 押印・申請書の見直し

6 キャッシュレス決済の推進

Ⅱ 健全な行財政

運営

1 適正な定員管理 1 適正な定員管理 人事課

行政管理課

2 効率的な組織への改革

3 働き方改革

4 人材の育成

2 公共施設等マネジメ

ント

1 市民会館・市民体育館の

再整備

公共施設マネジメント推進室

2 適正配置計画の推進

3 受益者負担の適正化 1 受益者負担の見直し 秘書政策課

財政課

2 使用料、手数料、利用料金

の見直し

4 財源の創出 1 新たな財源の確保 財政課
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第 3 章 改革プログラム

Ⅰ 行政サービス改革

多様化・複雑化する市民ニーズに対応していくためには、限られた資源を最大限活用する

とともに、「最少の経費で最大の効果」をあげるべく、行政の効率化を図ることが重要です。

さらに、行政が担うべきと考えられてきた事務についても、「民間等の活用」や「ICT の活

用」、「廃止を決断する」といった選択肢を検討していくことで、選択と集中を図り、必要と

される行政サービスを持続的に提供していくための改革に取り組んでいきます。

１．事務事業の見直し

取組項目 事務事業の見直し 推進担当課

秘書政策課

財政課

ＩＣＴ戦略室

行政管理課

取組内容

市が行う事務事業について、新たな手法を取り入れながら、業務プロセス

の改善や事業内容の見直しを行うとともに、所期の目的を達成した事業は廃

止することで、事業の新陳代謝を促し、真に市民に必要なサービスを実施す

るための財源を確保する。また、ペーパーレス化に向けた文書管理方法につ

いても見直しを行う。

取組目標
事務事業の見直しサイクルを定着させるとともに、様々な状況の変化に応

じた見直しを継続的に実施する。

改革プログラム

スケジュール 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

事務事業の

見直し

ワンストップ

サービスの

推進

文書管理方法

の見直し
実施方針決定

実施検討・一部実施

実施
手法の検討・

実施
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２．民間活力の導入

取組項目 民間活力の導入 推進担当課 秘書政策課

取組内容

行政サービスの向上と効率化を図るため、志木市民間活力導入推進指針に

基づき、施設や業務への民間活力の導入を推進するとともに、すでに民間活

力を導入している業務については効果検証を行うなど、より効果的・効率的

な活用に努める。また、民間活力の導入に向けては、民間事業者への業務委

託や指定管理者制度はもとより、さまざまな手法の活用を検討する。

取組目標 民間活力の積極的な活用を推進し、行政サービスの向上を図る。

改革プログラム

スケジュール 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

民間活力の

導入

指定管理者制

度の導入推進
管理方針の見直し・指定管理者の選定

検討・導入・効果検証
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３．自治体 DX の推進

取組項目 自治体 DX の推進 推進担当課

ICT 戦略室

行政管理課

秘書政策課

取組内容

情報通信技術（ＩＣＴ）を活用し、「市役所に行かなくていい」仕組みづく

りを推進するとともに、デジタル化を前提とした申請書等への押印の見直し

や業務プロセスの見直し等により、市民サービスの向上と事務の効率化を図

る。

取組目標
「市役所に行かなくていい」仕組みを構築し、市民の利便性の向上を図る

とともに、事務の効率化を図る。

改革プログラム

スケジュール 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

自治体クラウ

ドの推進

マイナンバー

カードの普及

と活用

行政のデジタ

ル化の推進

電子申請の

推進

押印・申請書

の見直し

キャッシュレ

ス決済の推進

検証・
一部実施 実施

検討・実施

電子申請ができる手続きの拡大

RPA 等デジタルを活用した業務プロセスの効率化

普及促進・

活用検討・一部実施
実施

実施
システム

リプレイス
検討・実施
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Ⅱ 健全な行財政運営

必要とされる行政サービスを将来にわたり提供するため、行財政運営の健全性維持と適正

な歳入確保に取り組むとともに、公共施設等の現状を踏まえ、長期的な視点をもってあり方

を検討し、財政負担の軽減と平準化を行います。併せて、市政の担い手である職員の計画的

な定員管理と人材育成を行い、多様化する市民ニーズや新たな課題に対応するための資源を

確保します。

１．適正な定員管理

取組項目 適正な定員管理 推進担当課
人事課

行政管理課

取組内容

人件費の増大を最小限に抑えつつ安定した公共サービスを提供するため、

再任用職員や会計年度任用職員の活用を踏まえた職員数の適正化を図るとと

もに、効率的な組織への改革を推進する。

また、志木市人材育成基本方針で示す職員像を目指し、人材の育成に努め

る。

さらに、時間外勤務の縮減や休暇の取得促進など職員のワーク・ライフ・

バランスの実現に向けた多様な働き方を推進する。

取組目標
効率的な組織編成による職員数の適正化、人材の育成及び職員の時間外勤

務の縮減等を図ることにより、職員のワーク・ライフ・バランスを実現する。

改革プログラム

スケジュール 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

適正な定員

管理

効率的な組織

への改革

人材の育成

働き方改革 実施

実施

実施
第 5 期
計画策定

実施

見直しの

検討
実施
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２．公共施設等マネジメント

取組項目 公共施設等マネジメント 推進担当課

公共施設

マネジメント

推進室

取組内容

公共施設等マネジメント戦略及び公共施設適正配置計画に基づき、長期的

な視点をもって公共施設等の更新・統廃合・長寿命化・管理運営などを行う

ことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の適正配置

を実現する。

取組目標
公共施設等マネジメント戦略の計画期間（平成 27 年度～令和 26 年度）

において、公共施設の総量（延床面積）を 2 割削減する。

改革プログラム

スケジュール 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

市民会館・

市民体育館の

再整備

適正配置計画

の推進

第Ⅱ期

計画策定
実施・運用

実施・

運用

工事実施設計基本設計計画策定
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３．受益者負担の適正化

４．財源の創出

取組項目 受益者負担の適正化 推進担当課
秘書政策課

財政課

取組内容

受益者負担の公平性の観点から、使用料等の受益者負担については、積算

根拠を明確にし、見直しを行うことで、適正な歳入の確保に努める。なお、

金額の設定にあたっては、近隣自治体や経済情勢等を参考にして算定するこ

とを検討する。

取組目標
使用料等の受益者負担について、社会環境の変化等を的確に捉えた見直し

をする。

改革プログラム

スケジュール 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

受益者負担の

見直し

使用料、手数

料、利用料金

の見直し

取組項目 財源の創出 推進担当課 財政課

取組内容
広告収入やふるさと納税など既存の取組を推進するとともに、新たな財源

確保策について検討し、さらなる税外収入の創出に努める。

取組目標 既存の取組の推進や新たな財源の創出により、さらなる歳入確保に努める。

改革プログラム

スケジュール 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

新たな財源の

確保
調査・検討・実施

検討実施

見直しの実施（随時）

検討
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資料編 参考資料

市政を取り巻く状況

○人口・世帯数の推移

資料：総合窓口課（各年 10 月 1 日現在）

○年齢別人口構成の推移

資料：総合窓口課（各年 10 月 1 日現在）

13.4% 13.5% 13.5% 13.5% 13.5% 13.4% 13.4% 13.4% 13.3% 13.3% 13.2%

67.3% 66.9% 65.9% 64.9% 64.2% 63.5% 63.2% 62.9% 62.6% 62.4% 62.3%

19.2% 19.6% 20.6% 21.6% 22.4% 23.1% 23.4% 23.7% 24.1% 24.3% 24.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年 2年

老年人口 生産年齢人口 年少人口

69,912 70,080
71,973 72,813 73,448 73,953

75,221 75,865 76,225 76,485 76,454

29,688 30,005 31,124 31,615 32,147 32,656 33,482 33,950 34,456 35,015 35,362

2.35 2.34 2.31 2.30 2.28 2.26 2.25 2.23 2.21 2.18 2.16

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

平成22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年 2年

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

総人口（人） 世帯数（世帯） １世帯あたり人員（人）



13

○市税収入の推移

資料：普通会計決算状況調

○歳出・義務的経費の推移（一般会計・一般財源ベース）

資料：普通会計決算状況調
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○財政調整基金残高

資料：普通会計決算状況調

○市債残高（一般会計）

資料：普通会計決算状況調
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